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(57)【要約】
【課題】オペレータが要望するフィーリング（操作感覚
）に細かく対応することができて、オペレータの旋回操
作上の要求を十分に満足させ得るようにすること。
【解決手段】駆動源の動力によって走行する走行機体と
、該走行機体を旋回操作するための操向手段と、該操向
手段に設けられ前記走行機体の旋回量を微調節するため
の旋回量微調節手段と、を有するコンバインであって、
前記旋回量微調節手段による前記走行機体の旋回量の調
節量は、前記旋回量微調節手段の操作量に対応させて変
更可能に構成した。旋回量微調節手段による走行機体の
旋回量の調節量は、旋回量微調節手段の操作量に対応さ
せて変更可能に構成しているため、オペレータは、旋回
量微調節手段の操作量を変更することで、簡単に旋回量
微調節手段による走行機体の旋回量の調節量を変更する
ことができる。
【選択図】図８
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　駆動源の動力によって走行する走行機体と、該走行機体を旋回操作するための操向手段
と、該操向手段に設けられ前記走行機体の旋回量を微調節するための旋回量微調節手段と
、を有するコンバインであって、
　前記旋回量微調節手段による前記走行機体の旋回量の調節量は、前記旋回量微調節手段
の操作量に対応させて変更可能に構成したことを特徴とするコンバイン。
【請求項２】
　前記旋回量微調節手段は、中立状態から前記走行機体の各旋回方向に対応する方向に傾
倒操作されるレバーを操作具として有するものであり、前記レバーの傾倒角度の大きさが
前記旋回量微調節手段の操作量に対応するように構成したことを特徴とする請求項１記載
のコンバイン。
【請求項３】
　前記旋回量微調節手段は、中立状態から前記走行機体の各旋回方向に対応する方向に操
作されることで、前記旋回量微調節手段による前記走行機体の旋回量の微調節をＯＦＦの
状態とＯＮの状態に切り換えるスイッチを操作具として有するものであり、前記スイッチ
が前記ＯＮの状態にある時間の長さが前記旋回量微調節手段の操作量に対応するように構
成したことを特徴とする請求項１記載のコンバイン。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、走行機体の旋回量を微調節するための旋回量微調節手段を有するコンバイン
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、コンバインの一形態として、オペレータのフィーリング（操作感覚）に合致した
走行機体の旋回角度を得ることを目的とした技術が特許文献１に開示されている。すなわ
ち、特許文献１には、操向手段としての丸形操向ハンドル（ステアリングホイールともい
う）の回動操作角度によって左右走行装置の速度比を変更すべく構成した技術が開示され
ている。そして、かかるコンバインでは、丸形操向ハンドルの旋回の為の回動角が大きく
なると、左右の走行クローラの速度差が徐々に大きくなり、丸形操向ハンドルの操作角度
に応じて旋回半径を小にすることができるようにしている。
【０００３】
　また、コンバインの一形態として特許文献２に開示されたものがある。すなわち、特許
文献２には、操向手段としての丸形操向ハンドルのホイール部に旋回量微調節手段を設け
て、丸形操向ハンドルによる走行機体の旋回量を旋回量微調節手段により微調節するよう
にした技術が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平１０－９５３６０号公報
【特許文献２】特許第３６７１６０２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ところが、特許文献１に開示されたコンバインでは、多くのオペレータのフィーリング
（操作感覚）に走行機体の旋回角度を合致させることができるとしても、オペレータの熟
練度や運転状況や作業状況等の種々の状況に適応させることができるものではなかった。
そのため、オペレータの要望に細かく対応することができるものではなく、オペレータの
旋回操作上の要求を十分に満足させ得るものではなかった。
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【０００６】
　また、特許文献２に開示されたコンバインでは、丸形操向ハンドルによる走行機体の旋
回量を旋回量微調節手段により微調節することはできるが、旋回量微調節手段による調節
量は一定量であるため、走行機体の曲がり具合は一定（一律）となっており、この場合も
、オペレータの要望に細かく対応することができるものではなく、オペレータの旋回操作
上の要求を十分に満足させ得るものではなかった。
【０００７】
　例えば、オペレータによっては、旋回量微調節手段による走行機体の旋回量の調節量を
走行機体の速度に対応させて変更させることが望まれるが、それができないという不具合
がある。
【０００８】
　本発明は、オペレータが要望するフィーリング（操作感覚）に細かく対応することがで
きて、オペレータの旋回操作上の要求を十分に満足させ得るコンバインを提供することを
目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　請求項１記載の発明に係るコンバインは、駆動源の動力によって走行する走行機体と、
該走行機体を旋回操作するための操向手段と、該操向手段に設けられ前記走行機体の旋回
量を微調節するための旋回量微調節手段と、を有するコンバインであって、前記旋回量微
調節手段による前記走行機体の旋回量の調節量は、前記旋回量微調節手段の操作量に対応
させて変更可能に構成したことを特徴とする。
【００１０】
　かかるコンバインでは、操向手段による旋回操作性を良好に確保した上で、更に旋回量
微調節手段による補足的な操作を付加することができる。この際、旋回量微調節手段によ
る走行機体の旋回量の調節量は、旋回量微調節手段の操作量に対応させて変更可能に構成
している。そのため、オペレータは、旋回量微調節手段の操作量を変更することで、簡単
に旋回量微調節手段による走行機体の旋回量の調節量を変更することができる。その結果
、操向手段と旋回量微調節手段とによる連続的な旋回操作を円滑に行うことができて、操
作性を向上させることができる。
【００１１】
　また、かかる調節量を旋回量微調節手段の操作量に対応させて変更することで、種々の
状況に即応させて走行機体の曲がり具合を変更することができる。その結果、オペレータ
の熟練度や運転状況や作業状況等の種々の状況に適応させることができる。また、旋回量
微調節手段による走行機体の旋回量の調節量を多様に変更することができるため、オペレ
ータの細かい要望に適応した旋回操作が可能となる。その結果、旋回操作をオペレータの
フィーリング（操作感覚）に即応させることができて、オペレータの旋回操作上の満足度
を高めることができる。
【００１２】
　請求項２記載の発明に係るコンバインは、請求項１記載の発明に係るコンバインであっ
て、前記旋回量微調節手段は、中立状態から前記走行機体の各旋回方向に対応する方向に
傾倒操作されるレバーを操作具として有するものであり、前記レバーの傾倒角度の大きさ
が前記旋回量微調節手段の操作量に対応するように構成したことを特徴とする。
【００１３】
　かかるコンバインでは、旋回手段を把持した手の指先でレバーを傾倒操作可能とするこ
とができる。この際、レバーの傾倒角度の大きさが旋回量微調節手段の操作量に対応する
ように構成している。そのため、旋回量微調節手段の操作量の変更操作は、走行機体の旋
回状態を視認しながら指先でレバーを傾倒操作することで簡単かつ堅実に行うことができ
る。その結果、操向手段を把持して行う旋回操作と、レバーを傾倒させることで行う補足
的な旋回操作を連続的にかつ円滑に行うことができて、操作性を向上させることができる
。
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【００１４】
　請求項３記載の発明に係るコンバインは、請求項１記載の発明に係るコンバインであっ
て、前記旋回量微調節手段は、中立状態から前記走行機体の各旋回方向に対応する方向に
操作されることで、前記旋回量微調節手段による前記走行機体の旋回量の微調節をＯＦＦ
の状態とＯＮの状態に切り換えるスイッチを操作具として有するものであり、前記スイッ
チが前記ＯＮの状態にある時間の長さが前記旋回量微調節手段の操作量に対応するように
構成したことを特徴とする。
【００１５】
　かかるコンバインでは、旋回手段を把持した手の指先でスイッチをＯＮ・ＯＦＦ操作可
能とすることができる。この際、スイッチが前記ＯＮの状態にある時間の長さが前記旋回
量微調節手段の操作量に対応するように構成している。そのため、旋回量微調節手段の操
作量の変更操作は、走行機体の旋回状態を視認しながら指先でスイッチを所望の時間の長
さだけＯＮ状態に保持することで簡単かつ堅実に行うことができる。その結果、操向手段
を把持して行う旋回操作と、スイッチをＯＮ・ＯＦＦ操作することで行う補足的な旋回操
作を連続的にかつ円滑に行うことができて、操作性を向上させることができる。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明は、次のような効果を奏する。すなわち、本発明では、操向手段による旋回操作
を旋回量微調節手段によって補足操作することができる。そして、旋回量微調節手段によ
る前記走行機体の旋回量の調節量は、前記旋回量微調節手段の操作量に対応させて変更可
能に構成することで、操向手段と旋回量微調節手段とによる連続的な旋回操作を円滑に行
うことができて、操作性を向上させることができる。また、旋回量微調節手段による変更
操作は、オペレータの要望に細かく対応した状態で行うことができる。その結果、オペレ
ータが要望するフィーリング（操作感覚）に細かく対応することができて、オペレータの
旋回操作上の要求を十分に満足させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明の一実施形態に係るコンバインの全体構成を示す左側面図。
【図２】走行機体の前部の一部切欠側面図。
【図３】運転部の右側面図。
【図４】運転部の平面説明図。
【図５】動力伝達全体を示す説明図。
【図６】システム全体を示す説明図。
【図７】ステアリングホイールの説明図。
【図８】レバーの傾倒説明図。
【図９】走行機体の旋回量の調節量とレバーの傾倒角度の関数のグラフ（１）。
【図１０】走行機体の旋回量の調節量とレバーの傾倒角度の関数のグラフ（２）。
【図１１】走行機体の旋回量の調節量と車高の関数のグラフ。
【図１２】他実施形態としての旋回量微調節スイッチの説明図。
【図１３】走行機体の旋回量の調節量とスイッチＯＮ時間の関数のグラフ。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下に、本発明の実施の形態について説明する。
【００１９】
　本発明に係るコンバインは、直進用ＨＳＴ（静油圧式無段変速機）により駆動制御され
る直進変速機構と、旋回用ＨＳＴにより駆動制御される旋回変速機構とを備えている。そ
して、直進変速機構から出力される動力と旋回変速機構から出力される動力とを合成して
合成動力となしている。この合成動力は左右一対のクローラ式の走行部にそれぞれ出力す
ることで、直進変速機構と旋回変速機構の動力が常時接続された状態（常時動力接続状態
）にて、走行部による直進走行や旋回走行が滑らかな速度推移で行えるようにしている。
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【００２０】
　そして、直進用ＨＳＴにはステアバイワイヤ方式の制御機構を介して変速手段を接続し
ている。また、旋回用ＨＳＴにはステアバイワイヤ方式の制御機構を介して操向手段を接
続している。
【００２１】
　このようにして、変速手段により制御機構を介して直進用ＨＳＴを変速操作して直進変
速機構を駆動制御する。一方、操向手段により制御機構を介して旋回用ＨＳＴを変速操作
して旋回変速機構を駆動制御する。そうすることで、最終的に走行部を前後に直進走行さ
せることも、左右方向に旋回操向させることもできる。すなわち、操向手段の操作量（例
えば、ハンドル切れ角度）が増大するにしたがって、左右の走行部の速度差が徐々に大き
くなり、機体中心速度が自動的に減速される。その結果、機体は緩旋回される。この際、
左右の走行部の速度は、それぞれ機体中心速度からプラスマイナスされた値になる。そし
て、操向手段が所定の操作量まで操作された時点（例えば、ハンドル切れ角度の４分の３
あたり）で、機体は急旋回であるスピンターンに入り込む。スピンターンでは、それまで
同一回転方向に駆動されていた左右の走行部が相互に反対回転方向に駆動される。
【００２２】
　このように、本発明に係るコンバインは、変速手段と操向手段を操作することで、直進
及び旋回用ＨＳＴを電気的に制御して直進及び旋回調整を繊細かつ円滑に行うことができ
る。そのため、特に操向手段による旋回操作性を良好に確保することができる。
【００２３】
　しかも、本発明に係るコンバインは、上記のように旋回操作性を良好に確保した操向手
段に旋回量微調節手段を設けている。そして、旋回量微調節手段の操作によっても制御機
構を介して旋回ＨＳＴを電気的に制御して、旋回量を微調節（操向調整）することができ
るようにしている。つまり、操向手段と旋回量微調節手段の両方で共通する単一の旋回用
ＨＳＴを操作することができるようにしている。この際、旋回用ＨＳＴを駆動制御するア
クチュエータ（例えば、比例電磁弁）は、制御機構を介して、操向手段と旋回量微調節手
段の両方で、同時にないしは連続的に操作されることになる。
【００２４】
　このように、旋回量を大きく操向操作可能とした操向手段と、旋回量を微小に操向操作
可能とした旋回量微調節手段を設けることで、大雑把な旋回操作を操向手段で行い、それ
に加えて微妙な細かな操作を旋回量微調節手段で補足的に行うことができる。当然のこと
、旋回操作を全域にわたって旋回量微調節手段だけで行うこともできる。
【００２５】
　さらに、本発明に係るコンバインは、旋回量微調節手段による前記走行機体の旋回量の
調節量は、旋回量微調節手段の操作量に対応させて変更可能に構成したことを特徴とする
。
【００２６】
　したがって、操向手段による旋回操作性を良好に確保した上で、更に旋回量微調節手段
による補足的な操作を付加することができる。この際、旋回量微調節手段による走行機体
の旋回量の調節量を旋回量微調節手段の操作量に対応させて変更可能に構成しているため
、かかる調節量を旋回量微調節手段の操作量に対応させて変更することで、種々の状況に
即応させて走行機体の曲がり具合を変更することができる。その結果、オペレータの熟練
度や運転状況や作業状況等の種々の状況に適応させることができる。また、旋回量微調節
手段による走行機体の旋回量の調節量を多様に変更することができるため、オペレータの
細かい要望に適応した旋回操作が可能となる。その結果、旋回操作をオペレータのフィー
リング（操作感覚）に即応させることができて、オペレータの旋回操作上の満足度を高め
ることができる。
【００２７】
　このように、本発明は、制御機構を介した旋回用ＨＳＴの操作を、操向手段のみならず
旋回量微調節手段によっても可能となすとともに、旋回量微調節手段による走行機体の旋
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回量の調節量を旋回量微調節手段の操作量に対応させて変更可能に構成している。そうす
ることで、オペレータの好みに応じた旋回操作が可能となる。また、操向手段の旋回操作
方向と旋回量微調節手段の旋回操作方向とが相互に反対となった場合には、両者の旋回量
が相殺されて、その相殺された旋回量における旋回方向に走行機体が直進されるように設
定している。
【実施例】
【００２８】
［全体構成］
　本発明の一実施例に係るコンバインＡの全体構成について、図１を参照しながら説明す
る。すなわち、コンバインＡは、左右一対のクローラ式の走行部１を備え、この走行部１
上に、機体フレーム２を設けて走行機体ａを形成している。機体フレーム２の左側前端部
には、刈取フレーム３を介して刈取部４を昇降自在に取り付けている。刈取部４には搬送
部５と穀稈移送部６を設けている。機体フレーム２上の左側部には、脱穀部７と選別部８
を上下段に配設すると共に、機体フレーム２の後部には、排藁処理部９を配設している。
一方、機体フレーム２上の右側前部には、キャビン１０を配設すると共に、機体フレーム
２の右側中途部には、穀粒貯留部１１を配設している。穀粒貯留部１１は、穀粒般出用の
オーガ１２を有する。また、コンバインＡは、機体フレーム２上における前部に、駆動源
としてのエンジン１４を含む原動機部１３を備える。原動機部１３は、エンジン１４の動
力を各部の装置に供給する。
【００２９】
　また、機体フレーム２上における原動機部１３の前方には、ミッション部１５を設けて
いる。ミッション部１５は、原動機部１３が有するエンジン１４の動力を走行部１や刈取
部４等に伝達する前に調整（変速）する。
【００３０】
　以上のような構成を備えるコンバインＡは、刈取部４により穀稈を刈り取り、刈り取っ
た穀稈を搬送部５により後上方の穀稈移送部６まで搬送して、穀稈移送部６に穀稈を受け
渡す。穀稈移送部６に受け渡された穀稈は、穀稈移送部６により株元を挟扼されると共に
穂先を脱穀部７内に挿入させた状態で後方へ移送される。
【００３１】
　これにより、穀稈は、脱穀部７によって脱穀される。脱穀により得られた穀粒は、選別
部８により選別されて、精粒のみが穀粒貯留部１１に搬送されて貯留され、必要に応じて
オーガ１２を介して搬出される。
【００３２】
　また、脱穀された穀稈は、排藁として排藁処理部９に搬送され、この排藁処理部９にて
細断・排出処理される。
【００３３】
　そして、キャビン１０は、図１～図４に示すように、全体として略四角形箱型に形成し
ている。キャビン１０の内部には、運転部１９を設けている。運転部１９においては、キ
ャビン１０の前面下半部を形成する前壁１８に、ステアリングケース２１を取り付けてい
る。ステアリングケース２１の上端部には、操向手段としてのステアリングホイール２２
を取り付けている。ステアリングホイール２２の後方位置には、運転席２３を配置し、運
転席２３の前方から左側方にかけて、サイドコラム２４を配設している。サイドコラム２
４の上部には、変速手段としての主変速レバー２６及び副変速レバー２７を含む各種操作
具を取り付けている。また、図１に示すように、キャビン１０においては、前側にキャビ
ン１０の前面上半部を形成するフロントガラス３１を設け、左側には左側開閉窓３２を設
け、右側には乗降用開閉扉３３を設けている。
【００３４】
　ステアリングホイール２２は、ステアリングケース２１の上端部から立ち上げて形成し
た棒状のスポーク体２２ａと、スポーク体２２ａの上端に取り付けたリング状のホイール
体２２ｂとから丸型ハンドルに形成している。ホイール体２２ｂの左右側部には支持片２
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２ｃ,２２ｄを内方に膨出させて形成している。左側の支持片２２ｃには機体フレーム２
を左右の走行部１に対して昇降操作するための昇降スイッチ２２ｅを設けている。右側の
支持片２２ｄには旋回量微調節手段としての旋回量微調節スイッチ２２ｆを取り付けてい
る。なお、操向手段としては、ステアリングホイール２２に限らず、把持部に旋回量微調
節スイッチ２２ｆを設けた操作レバーであってもよい。
【００３５】
　旋回量微調節スイッチ２２ｆは、図４及び図７に示すように、前後左右方向に傾倒操作
可能としたトグルスイッチを採用している。すなわち、旋回量微調節スイッチ２２ｆは、
ステアリングホイール２２のホイール体２２ｂを把持した右手の指で操作可能としている
。
【００３６】
　そして、旋回量微調節スイッチ２２ｆは、図８に示すように、直立した中立位置から走
行機体の左右各旋回方向に対応する方向に右手の指で傾倒操作されるレバー２２ｇを操作
具として有している。すなわち、ホイール体２２ｂの左側部に設けた支持片２２ｄに軸支
持ケース２２ｋを設け、軸支持ケース２２ｋに支軸２２ｐを介してレバー２２ｇの下端部
を取り付けている。支軸２２ｐには傾倒ポテンショメータ２２ｊを取り付けて、傾倒ポテ
ンショメータ２２ｊでレバー２２ｇの中立位置から左右側方への各傾倒角度θの大きさを
検出可能としている。
【００３７】
　走行機体ａの旋回量の調節量は旋回量微調節スイッチ２２ｆの操作量に対応させ、旋回
量微調節スイッチ２２ｆの操作量はレバー２２ｇの傾倒操作角度の大きさに対応させてい
る。つまり、レバー２２ｇの傾倒角度を傾倒ポテンショメータ２２ｊが検出して、この検
出情報に基づいて第一コントローラ３４が走行機体ａの旋回量の調節量を制御情報として
生成するように構成している。
【００３８】
　このようにして、旋回量微調節スイッチ２２ｆのレバー２２ｇを直立した中立位置から
左（右）側方に傾倒操作することで、走行機体ａをレバー２２ｇの傾倒角度θの大きさに
対応する微少量（走行機体ａの旋回量の調節量）だけ左（右）旋回方向に旋回させること
ができるようにしている。傾倒操作したレバー２２ｇから右手の指を離すと、レバー２２
ｇは中立位置に復帰するようにしている。また、旋回量微調節スイッチ２２ｆを前（後）
方に傾倒操作することで刈取部４を下降（上昇）させることができるようにしている。
【００３９】
　ホイール体２２ｂの中央部には、図４及び図７に示すように、センターパネル部１１９
を配設している。センターパネル部１１９はステアリングケース２１の上端部に支持片１
２０を介してパネル本体１２１を取り付けている。パネル本体１２１には、種々の操作部
１２２や、走行機体ａの走行速度や旋回角度や旋回量や選択したモード等の運転状況を数
値や図形で液晶表示する液晶表示部１２３を設けている。そして、オペレータは、種々の
操作部１２２を楽に手元操作することができるとともに、液晶表示部１２３に表示された
運転状況を容易に視認できるようにしている。パネル本体１２１には、操作部１２２の一
つであるモード変更手段としてのモード変更スイッチ１２４を設けている。モード変更ス
イッチ１２４は旋回量微調節スイッチ２２ｆによる走行機体ａの旋回量の調節モードを変
更するためのスイッチである。本実施例ではモード変更スイッチ１２４としてボリューム
スイッチを採用している。また、モード変更スイッチ１２４は手元操作のし易い箇所であ
るサイドコラム２４の上面部に設けたサイドパネル部１２５に設けることもできる。
【００４０】
　主変速レバー２６は、サイドコラム２４内に左右方向に軸線を向けて設けたレバー枢支
軸（図示せず）に、上下方向に伸延させて形成したレバー本体２６ａの下端部を取り付け
いる。そして、主変速レバー２６の上端部は、サイドコラム２４の上面部からレバーガイ
ド孔２４ａを介して上方へ突出させて把持部２６ｂとなしている。主変速レバー２６は、
レバー枢支軸を中心に前後方向に揺動自在となしている。そして、主変速レバー２６は、
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直立した中立姿勢から前（後）傾姿勢に姿勢変更操作することで、前（後）進側に変速操
作することができるようにしている。
【００４１】
［ステアバイワイヤ方式の操作構造］
　本実施形態に係るコンバインＡにおけるステアリングホイール２２と旋回量微調節スイ
ッチ２２ｆと主変速レバー２６は、いわゆるステアバイワイヤ方式の操作構造により構成
している。すなわち、本実施形態のコンバインＡにおけるステアリングホイール２２、旋
回量微調節スイッチ２２ｆ及び主変速レバー２６は、機械的な連動機構を採用せずにステ
アバイワイヤ方式を採用して電気的に制御して操向調整や操向微調整や走行調整を行うよ
うに構成している。以下にステアリングホイール２２と旋回量微調節スイッチ２２ｆを操
向装置に、また、主変速レバー２６を走行装置にそれぞれ電気的に接続したステアバイワ
イヤ方式について説明する。
【００４２】
　図６に示すように、ステアバイワイヤ方式においては、主変速レバー２６の操作量は、
第一変速ポテンショメータ１００ａ及び第二変速ポテンショメータ１００ｂにより検出さ
れて、その検出結果が電気信号に変換される。また、ステアリングホイール２２の操作量
は、第一操向ポテンショメータ１１０ａ及び第二操向ポテンショメータ１１０ｂにより検
出されて、その検出結果が電気信号に変換される。各ポテンショメータ１００ａ，１００
ｂ，１１０ａ，１１０ｂにより得られた電気信号は、専用の第一・第二Ｉ／Ｏドライバ２
８，２９を介して専用のコントローラである第一コントローラ３４及び第二コントローラ
３５に送信される。旋回量微調節スイッチ２２ｆは、レバー２２ｇを左右いずれかの方向
に傾倒操作すると、傾倒ポテンショメータ２２ｊがレバー２２ｇの傾倒角度θを検出して
、その検出情報（検出信号）が専用の第一Ｉ／Ｏドライバ２８を介して専用のコントロー
ラである第一コントローラ３４に送信される。各コントローラ３４，３５に送信された電
気信号は、各コントローラ３４，３５からの制御情報として出力され、直進用ＨＳＴ４０
及び旋回用ＨＳＴ５０を駆動制御し、最終的に左右の走行部１による直進走行や旋回操向
（急旋回操向であるスピンターンも含む）や旋回量微調節の操作を可能とする。
【００４３】
　ミッション部１５の構成について説明する。図５に示すように、ミッション部１５は、
直進用ＨＳＴ４０と、旋回用ＨＳＴ５０と、トランスミッション６０とを備える。これら
直進用ＨＳＴ４０、旋回用ＨＳＴ５０、及びトランスミッション６０は、ミッションケー
スに収容され、コンバインＡの走行系の伝動機構を構成する。
【００４４】
（直進用ＨＳＴ）
　直進用ＨＳＴ４０は、可変容積型の直進ポンプ４０Ｐと、可変容積型の直進モータ４０
Ｍとを備える。直進ポンプ４０Ｐと直進モータ４０Ｍとは、互いに流体接続されている。
【００４５】
　直進ポンプ４０Ｐは、容積量を変更するための機構として、可動斜板と制御軸とを有し
、制御軸にて可動斜板を傾転させることにより、容積量を変更するように構成している。
直進ポンプ４０Ｐは、エンジン１４の出力軸に連動連結される直進ポンプ軸４１を有する
。つまり、直進用ＨＳＴ４０は、直進ポンプ４０Ｐの直進ポンプ軸４１がエンジン１４の
出力軸に連動連結されることで、エンジン１４からの動力の伝達を受ける。なお、エンジ
ン１４の出力軸には、脱穀部７、選別部８、排藁処理部９、穀粒貯留部１１等に対してエ
ンジン１４の動力を伝達するための回転軸を、クラッチ等を介して連動連結している。
【００４６】
　直進モータ４０Ｍは、容積量を変更するための機構として、可動斜板と制御軸とを有し
、制御軸にて可動斜板を傾転させることにより、容積量を変更するように構成している。
直進モータ４０Ｍは、副変速機構８０の出力軸と連動連結される直進モータ軸４２を有す
る。つまり、直進用ＨＳＴ４０は、直進モータ４０Ｍの直進モータ軸４２が副変速機構８
０の入力軸に連動連結されることで、副変速機構８０に対して動力を伝達する。
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【００４７】
　直進用ＨＳＴ４０は、変速操作装置によって操作可能としている。この変速操作装置に
は、主変速レバー２６等の人為的な操作が可能な変速操作具と、直進ポンプ４０Ｐ用の作
動装置と、直進モータ４０Ｍ用の作動装置とが含まれる。直進ポンプ４０Ｐ用の作動装置
及び直進モータ４０Ｍ用の作動装置は、第一コントローラ３４により作動制御される。
【００４８】
　図６に示すように、直進ポンプ４０Ｐ用の作動装置には、直進ポンプ用電磁弁４７と、
油圧シリンダ等の変速アクチュエータとが含まれる。直進ポンプ用電磁弁４７は、直進ポ
ンプ４０Ｐの可動斜板を傾転させ、直進ポンプ４０Ｐの容積量を変化させる。直進ポンプ
用電磁弁４７は、変速操作を検出する第一変速ポテンショメータ１００ａからの検出情報
に基づいて、第一コントローラ３４により制御される。直進ポンプ４０Ｐ用の作動装置に
含まれる変速アクチュエータは、第一コントローラ３４による直進ポンプ用電磁弁４７の
制御に応じて作動油の給排が切り替えられることで作動する。
【００４９】
　また、直進モータ４０Ｍ用の作動装置には、直進モータ用電磁弁４８と、油圧シリンダ
等の変速アクチュエータとが含まれる。直進モータ用電磁弁４８は、直進モータ４０Ｍの
可動斜板を傾転させ、直進モータ４０Ｍの容積量を変化させる。直進モータ用電磁弁４８
は、副変速操作を検出する副変速位置センサ１１１からの検出情報に基づいて、第二コン
トローラ３５を介して第一コントローラ３４により制御される。直進モータ４０Ｍ用の作
動装置に含まれる変速アクチュエータは、第一コントローラ３４による直進モータ用電磁
弁４８の制御に応じて作動油の給排が切り替えられることで作動する。
【００５０】
　そして、直進ポンプ４０Ｐ用の作動装置は、変速アクチュエータの作動によって制御軸
を介して可動斜板を傾転させることで、直進ポンプ４０Ｐの容積量を変更させる。また、
直進モータ４０Ｍ用の作動装置は、変速アクチュエータの作動によって制御軸を介して可
動斜板を傾転させることで、直進モータ４０Ｍの容積量を変更させる。
【００５１】
　このように、直進用ＨＳＴ４０においては、直進ポンプ４０Ｐの駆動時に、可動斜板の
傾転に応じて直進ポンプ４０Ｐの容積量が変更される。それによって、直進ポンプ４０Ｐ
から直進モータ４０Ｍへ吐出される作動油の吐出量及び吐出方向が変更される。その結果
、直進モータ軸４２の回転方向が正転方向又は逆転方向に変更されると共に、直進モータ
軸４２の回転数が無段階に変更される。さらに、直進モータ４０Ｍにおいて、可動斜板の
傾転に応じて直進モータ４０Ｍの容積量が変更されることによって、直進モータ軸４２の
回転数が変更される。直進変速機構はこのように構成している。
【００５２】
（旋回用ＨＳＴ）
　旋回用ＨＳＴ５０は、可変容積型の旋回ポンプ５０Ｐと、固定容積型の旋回モータ５０
Ｍとを備える。旋回ポンプ５０Ｐと旋回モータ５０Ｍとは、互いに流体接続されている。
【００５３】
　旋回ポンプ５０Ｐは、容積量を変更するための機構として、可動斜板と制御軸とを有し
、制御軸にて可動斜板を傾転させることにより、容積量を変更するように構成している。
旋回ポンプ５０Ｐは、エンジン１４の出力軸に連動連結される旋回ポンプ軸５１を有する
。つまり、旋回用ＨＳＴ５０は、旋回ポンプ５０Ｐの旋回ポンプ軸５１がエンジン１４の
出力軸に連動連結されることで、エンジン１４からの動力の伝達を受ける。
【００５４】
　旋回モータ５０Ｍは、容積量を固定するための機構として、固定斜板を有し、この固定
斜板により、容積量が一定となるように構成している。
【００５５】
　旋回用ＨＳＴ５０は、操向操作装置によって操作可能とされる。この操向操作装置には
、ステアリングホイール２２や旋回量微調節スイッチ２２ｆ等の人為的な操作が可能な操
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向操作具と、旋回ポンプ５０Ｐ用の作動装置とが含まれる。旋回ポンプ５０Ｐ用の作動装
置は、第一コントローラ３４により作動制御される。
【００５６】
　図６に示すように、旋回ポンプ５０Ｐ用の作動装置には、旋回ポンプ用電磁弁５７と、
油圧シリンダ等の変速アクチュエータとが含まれる。旋回ポンプ用電磁弁５７は、旋回ポ
ンプ５０Ｐの可動斜板を傾転させ、旋回ポンプ５０Ｐの容積量を変化させる。旋回ポンプ
用電磁弁５７は、操向操作を検出する第一操向ポテンショメータ１１０ａからの検出情報
ないしは後述するモード変更スイッチ１２４により設定された設定情報に基づいて、第一
コントローラ３４により制御される。旋回ポンプ５０Ｐ用の作動装置に含まれる変速アク
チュエータは、第一コントローラ３４による旋回ポンプ用電磁弁５７の制御に応じて作動
油の給排が切り替えられることで作動する。
【００５７】
　そして、旋回ポンプ５０Ｐ用の作動装置は、変速アクチュエータの作動によって制御軸
を介して可動斜板を傾転させることで、旋回ポンプ５０Ｐの容積量を変更させる。
【００５８】
　このように、旋回用ＨＳＴ５０においては、旋回ポンプ５０Ｐの駆動時に、可動斜板の
傾転に応じて旋回ポンプ５０Ｐの容積量が変更される。それによって、旋回ポンプ５０Ｐ
から旋回モータ５０Ｍへ吐出される作動油の吐出量及び吐出方向が変更される。その結果
、旋回モータ軸５２の回転方向が正転方向又は逆転方向に変更されると共に、旋回モータ
軸５２の回転数が無段階に変更される。操向変速機構はこのように構成している。
【００５９】
（トランスミッション）
　図５に示すように、トランスミッション６０は、遊星歯車機構部７０と、副変速機構８
０と、クラッチ装置９０とを備える。
【００６０】
　遊星歯車機構部７０は、一対の遊星歯車機構を含む遊星歯車群として構成し、一対の遊
星歯車機構として、第一遊星歯車機構７１ａと第二遊星歯車機構７１ｂとを有する。遊星
歯車機構部７０においては、一対の遊星歯車機構７１ａ，７１ｂから、左右に出力軸を延
出している。すなわち、第一遊星歯車機構７１ａから、第一出力軸７２ａを延出し、第二
遊星歯車機構７１ｂから、第二出力軸７２ｂを延出している。各出力軸７２ａ，７２ｂは
、それぞれ左右方向で対応する走行部１のクローラの駆動輪に回転動力を伝達する。これ
により、左右の走行部１の走行駆動が行われる。
【００６１】
　副変速機構８０は、直進モータ軸４２に連結される回転軸を有し、この回転軸を介して
直進モータ４０Ｍの直進モータ軸４２に連動連結している。副変速機構８０は、直進モー
タ軸４２の回転動力を多段変速させることができるように構成している。なお、直進モー
タ軸４２には、刈取プーリ用電磁クラッチ９１（図６）を介して刈取プーリを固定し、こ
の刈取プーリから直進モータ４０Ｍの回転動力を刈取部４の伝動機構に伝達する。
【００６２】
　クラッチ装置９０は、旋回用ＨＳＴ５０における旋回モータ５０Ｍの旋回モータ軸５２
に対して連動連結している。クラッチ装置９０は、旋回用ＨＳＴ５０の旋回モータ５０Ｍ
からの回転動力を、遊星歯車機構部７０に対して伝達又は遮断することができるように構
成している。
【００６３】
　以上のような構成を備えるトランスミッション６０において、旋回用ＨＳＴ５０の旋回
モータ５０Ｍが停止し、直進用ＨＳＴ４０の直進モータ４０Ｍが駆動する場合、直進モー
タ４０Ｍの回転動力が、直進モータ軸４２から、副変速機構８０を介して遊星歯車機構部
７０に伝達され、第一出力軸７２ａ及び第二出力軸７２ｂから出力される。
【００６４】
　この直進モータ４０Ｍから第一出力軸７２ａ及び第二出力軸７２ｂに対する回転動力の
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伝達によって、第一出力軸７２ａ及び第二出力軸７２ｂが正回転方向または逆回転方向の
同一方向に回転させられる。これにより、左右のクローラ式の走行部１が有する駆動輪が
、同一回転方向に同一回転数で回転する。その結果、左右の走行部１が駆動され、コンバ
インＡの機体前後方向についての直進走行が行われる。
【００６５】
　また、直進用ＨＳＴ４０の直進モータ４０Ｍが停止し、旋回用ＨＳＴ５０の旋回モータ
５０Ｍが駆動する場合、旋回モータ５０Ｍの回転動力が、旋回モータ軸５２から、クラッ
チ装置９０を介して遊星歯車機構部７０に伝達され、第一出力軸７２ａ及び第二出力軸７
２ｂから出力される。
【００６６】
　この旋回モータ５０Ｍから第一出力軸７２ａ及び第二出力軸７２ｂに対する回転動力の
伝達によって、第一出力軸７２ａ及び第二出力軸７２ｂが互いに反対方向に回転させられ
る。これにより、左右のクローラ式の走行部１が有する駆動輪が、互いに反対方向に回転
する。その結果、左右の走行部１が駆動され、コンバインＡの機体の急旋回であるスピン
ターンが行われる。スピンターンによれば、例えば圃場や枕地での急速・小半径での方向
転換が可能となる。また、いずれか一方の走行部１が有する駆動輪が停止状態となった場
合には、停止状態の走行部１側を中心に旋回されるターンが行われる。
【００６７】
　また、直進用ＨＳＴ４０の直進モータ４０Ｍが駆動すると共に、旋回用ＨＳＴ５０の旋
回モータ５０Ｍが駆動する場合、直進モータ４０Ｍから副変速機構８０を介して遊星歯車
機構部７０に伝達される回転動力と、旋回モータ５０Ｍからクラッチ装置９０を介して遊
星歯車機構部７０に伝達される回転動力とが、遊星歯車機構部７０において合成されて合
成動力が生成される。そして、その合成動力が第一出力軸７２ａ及び第二出力軸７２ｂか
ら出力される。
【００６８】
　この直進モータ４０Ｍ及び旋回モータ５０Ｍから第一出力軸７２ａ及び第二出力軸７２
ｂに対する回転動力（合成動力）の伝達によって、第一出力軸７２ａ及び第二出力軸７２
ｂが互いに異なる回転数で回転される。その結果、左右の走行部１が相互に速度差をもっ
て駆動され、コンバインＡの走行機体ａの直進走行と左方向又は右方向への旋回操向とが
同時に行われて、緩旋回がなされる。なお、コンバインＡの旋回方向及び旋回半径は、左
右の走行部１の速度差に応じて決定される。そして、ステアリングホイール２２が所定の
操作量まで操作された時点（例えば、ハンドル切れ角度の４分の３あたり）では、旋回側
の走行部１が停止される。さらに、ステアリングホイール２２が旋回操作されると左右の
走行部１が相互に反対方向に駆動されて、走行機体ａは急旋回であるスピンターンに入り
込む。
【００６９】
　続いて、図６を用いて、本実施形態に係るコンバインＡの制御システムの構成について
説明する。図６に示すように、コンバインＡの制御システムは、第一変速ポテンショメー
タ１００ａと、第二変速ポテンショメータ１００ｂと、第一操向ポテンショメータ１１０
ａと、第二操向ポテンショメータ１１０ｂと、第一コントローラ３４と、第二コントロー
ラ３５と、エンジンコントローラ３６とを備える。
【００７０】
　第一変速ポテンショメータ１００ａ及び第二変速ポテンショメータ１００ｂは、オペレ
ータによる主変速レバー２６の変速操作状態、つまり主変速レバー２６の変速操作位置を
検出する。第一操向ポテンショメータ１１０ａ及び第二操向ポテンショメータ１１０ｂは
、オペレータによるステアリングホイール２２の操向操作状態、つまりステアリングホイ
ール２２の操向操作位置を検出する。モード変更スイッチ１２４は、旋回量微調節スイッ
チ２２ｆによる走行機体ａの旋回量の調節量を、旋回量微調節スイッチ２２ｆの操作量、
つまり、レバー２２ｇの傾倒角度θに対応させて変更する有段階のモードに切り替えるス
イッチである。モードについては後述する。
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【００７１】
　第一コントローラ３４は、第一変速ポテンショメータ１００ａ、第一操向ポテンショメ
ータ１１０ａ及びモード変更スイッチ１２４からの入力情報（検出情報）に基づいて制御
情報を生成し、直進ポンプ用電磁弁４７、直進モータ用電磁弁４８、及び旋回ポンプ用電
磁弁５７を制御する。第二コントローラ３５は、第二変速ポテンショメータ１００ｂ及び
第二操向ポテンショメータ１１０ｂからの入力情報（検出情報）に基づいて制御情報を生
成する。エンジンコントローラ３６は、エンジン回転数センサ１７５や温度センサや油温
センサ（いずれも図示せず）等からの入力情報（検出情報）に基づいて、エンジン１４の
運転状態を制御する。
【００７２】
　第一コントローラ３４には、比例弁ドライバ１６３を介して、直進ポンプ用電磁弁４７
、直進モータ用電磁弁４８、及び旋回ポンプ用電磁弁５７を電気的に接続している。また
、第一コントローラ３４には、コンバインＡの走行状態を検出するための手段として、直
進回転センサ１１３及び旋回回転センサ１１４を接続している。直進回転センサ１１３は
、トランスミッション６０におけるコンバインＡの前後進（直進）に係る回転部分の回転
を検出し、その検出信号を第一コントローラ３４に送信する。旋回回転センサ１１４は、
トランスミッション６０におけるコンバインＡの旋回に係る回転部分の回転を検出し、そ
の検出信号を第一コントローラ３４に送信する。
【００７３】
　また、第一コントローラ３４には、副変速ソレノイド１１５を接続している。副変速ソ
レノイド１１５は、トランスミッション６０が有する切換部を作動させて、低速出力と高
速出力とを切り換える。また、第一コントローラ３４には、第一Ｉ／Ｏドライバ２８を介
して、第一変速ポテンショメータ１００ａ、第一操向ポテンショメータ１１０ａ及びモー
ド変更スイッチ１２４を電気的に接続している。図３に示すように、第一コントローラ３
４は、ミッション部１５の後方に位置する機体フレーム２上の刈取部支持台１５０上に立
設した支持ケース１５３の内側面に設けている。
【００７４】
　第二コントローラ３５には、第二Ｉ／Ｏドライバ２９を介して、第二変速ポテンショメ
ータ１００ｂ、第二操向ポテンショメータ１１０ｂ、刈取スイッチ１１７及び脱穀スイッ
チ１１８を電気的に接続している。また、第二コントローラ３５には、刈取プーリ用電磁
クラッチ９１及びＰＴＯプーリ用電磁クラッチ９３を電気的に接続している。刈取プーリ
用電磁クラッチ９１は、刈取スイッチ１１７がＯＮ・ＯＦＦ操作されることで、刈取部４
への回転動力を伝達又は遮断する。ＰＴＯプーリ用電磁クラッチ９３は、脱穀スイッチ１
１８がＯＮ・ＯＦＦ操作されることで、脱穀部７への回転動力を伝達又は遮断する。
【００７５】
　また、第二コントローラ３５には、第三Ｉ／Ｏドライバ３０を介して、副変速位置セン
サ１１１及び副変速スイッチ１１２を電気的に接続している。副変速位置センサ１１１は
、副変速レバー２７の前後回動操作位置（操作量）を検出する。副変速スイッチ１１２は
、副変速ソレノイド１１５を介して前記のとおりトランスミッション６０が有する切換部
を作動させて、トランスミッション６０における低速出力と高速出力とを切り換えるため
の操作部である。図３に示すように、第二コントローラ３５は、刈取部支持台１５０上に
立設した支持柱（図示せず）の内側面に設けている。
【００７６】
　第一Ｉ／Ｏドライバ２８と第一コントローラ３４とエンジンコントローラ３６と比例弁
ドライバ１６３とは、ＣＡＮ（Controller　Area　Network）１３０により電気的に接続
している。同様に、第一コントローラ３４と第二コントローラ３５とは、ＣＡＮ１３１に
より接続し、第二Ｉ／Ｏドライバ２９と第三Ｉ／Ｏドライバ３０と第二コントローラ３５
とは、ＣＡＮ１３２により接続している。そして、第一コントローラ３４、第二コントロ
ーラ３５、及びエンジンコントローラ３６は、第一変速ポテンショメータ１００ａや第一
操向ポテンショメータ１１０ａ等を含む各種検出機器からの検出情報を共有するように構
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成している。図２及び図３に示すように、エンジンコントローラ３６は、ミッション部１
５の前方の位置であって機体フレーム２の前端部に設けている。
【００７７】
　本実施形態では、第一変速ポテンショメータ１００ａと第二変速ポテンショメータ１０
０ｂとは、互いに異なる検出方法によって主変速レバー２６の変速操作位置を検出するよ
うに構成している。同様に、第一操向ポテンショメータ１１０ａと第二操向ポテンショメ
ータ１１０ｂとは、互いに異なる検出方法によってステアリングホイール２２の操向操作
位置を検出するように構成している。
【００７８】
　具体的には、第一変速ポテンショメータ１００ａは、主変速レバー２６の変速操作位置
の検出において、主変速レバー２６の傾倒操作による傾倒角が大きくなるに従って検出信
号としての電気信号を増幅させる。これに対し、第二変速ポテンショメータ１００ｂは、
主変速レバー２６の変速操作位置の検出において、主変速レバー２６の傾倒操作による傾
倒角が大きくなるにしたがって検出信号としての電気信号を減少させる。
【００７９】
　また、第一操向ポテンショメータ１１０ａは、ステアリングホイール２２の操向操作位
置の検出において、ステアリングホイール２２の右旋回時の切れ角が大きくなるに従って
検出信号としての電気信号を増幅させる（左旋回時の切れ角が大きくなるに従って電気信
号を減少させる）。これに対し、第二操向ポテンショメータ１１０ｂは、ステアリングホ
イール２２の操向操作位置の検出において、ステアリングホイール２２の右旋回時の切れ
角が大きくなるに従って検出信号としての電気信号を減少させる（左旋回時の切れ角が大
きくなるにしたがって電気信号を増幅させる）。
【００８０】
　このような検出構成により、第一コントローラ３４及び第二コントローラ３５は、主変
速レバー２６やステアリングホイール２２の操作にともない、異なる検出方法によって得
られた複数の検出情報をそれぞれ入力情報として得る。そして、第一コントローラ３４へ
の入力情報と第二コントローラ３５への入力情報を、第一コントローラ３４及び第二コン
トローラ３５のそれぞれにおいて比較することにより、入力情報が適切であるか否かを判
別する。これにより、第一変速ポテンショメータ１００ａや第一操向ポテンショメータ１
１０ａ等の検出機器の異常の発生が精度良く検知され、入力情報の信頼性が向上する。
【００８１】
　第一コントローラ３４は、オペレータの変速操作や操向操作や操向微調節操作に応じて
コンバインＡの走行状態を制御するメインコントローラである。第一コントローラ３４は
、第一変速ポテンショメータ１００ａ、第一操向ポテンショメータ１１０ａ及びモード変
更スイッチ１２４からの入力情報に基づいて直進用ＨＳＴ４０及び旋回用ＨＳＴ５０を制
御するための制御情報を生成し、かかる制御情報により、直進用ＨＳＴ４０及び旋回用Ｈ
ＳＴ５０を制御する。
【００８２】
　第二コントローラ３５は、メインコントローラである第一コントローラ３４に対するサ
ブコントローラである。第二コントローラ３５は、第一コントローラ３４との間で随時通
信を行なって、第一コントローラ３４の作動状態（作動しているか否か）を監視する。こ
れと同時に、第一コントローラ３４は、第二コントローラ３５の作動状態を監視する。つ
まり、第一コントローラ３４と第二コントローラ３５は、相互に作動状態を監視するよう
に構成している。なお、第一コントローラ３４と第二コントローラ３５の電源ラインは別
々にしている。
【００８３】
　また、第一コントローラ３４及び第二コントローラ３５では、主変速レバー２６の操作
に応じて第一変速ポテンショメータ１００ａから入力される入力情報またはステアリング
ホイール２２の操作に応じて第一操向ポテンショメータ１１０ａから入力される入力情報
と、同様にして第二変速ポテンショメータ１００ｂまたは第二操向ポテンショメータ１１
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０ｂから入力される入力情報を互いに比較する。
【００８４】
　さらに、第一コントローラ３４及び第二コントローラ３５では、第一コントローラ３４
において前記各ポテンショメータ１００ａ，１００ｂ，１１０ａ，１１０ｂからの入力情
報に基づいて生成される制御情報と、第二コントローラ３５において前記各ポテンショメ
ータ１００ａ，１００ｂ，１１０ａ，１１０ｂからの入力情報に基づいて生成される制御
情報を比較する。この比較の結果、前記各ポテンショメータ１００ａ，１００ｂ，１１０
ａ，１１０ｂの作動状態について、正常に作動しているか否かを判定する。
【００８５】
　第一コントローラ３４に接続される直進回転センサ１１３は、コンバインＡの走行状態
について、コンバインＡが走行中か否かを検出するものである。同じく第一コントローラ
３４に接続される旋回回転センサ１１４は、コンバインＡが旋回中か否かを検出するもの
である。ここで、直進回転センサ１１３は、トランスミッション６０における副変速機構
８０を含む直進用出力伝動機構に設けて、この伝動機構を構成する適宜の軸やギア等の回
転を検出する。また、旋回回転センサ１１４は、トランスミッション６０におけるクラッ
チ装置９０を含む旋回用出力伝動機構に設けて、この伝動機構を構成する適宜の軸やギア
等の回転を検出する。
【００８６】
　第一コントローラ３４は、直進回転センサ１１３や旋回回転センサ１１４からの検出情
報に基づいて、コンバインＡが目標の走行状態となるようにフィードバック制御を行う。
これとともに、第一コントローラ３４は、第二コントローラ３５からエンジン１４の運転
状態に係る情報を取得して常にオペレータの要求に応じた走向状態を実現するように制御
情報を生成し、直進用ＨＳＴ４０及び旋回用ＨＳＴ５０の制御を行う。
【００８７】
　以上のような構成において、主変速レバー２６が操作されることで、主変速レバー２６
の変速操作位置が第一変速ポテンショメータ１００ａ及び第二変速ポテンショメータ１０
０ｂにより検出され、かかる検出情報が用いられ、第一コントローラ３４及び第二コント
ローラ３５によって、直進用ＨＳＴ４０が制御される。つまり、主変速レバー２６の操作
により、エンジン１４からの回転動力を変速してトランスミッション６０に伝達する直進
用ＨＳＴ４０が制御される。そして、第一出力軸７２ａ及び第二出力軸７２ｂが同一方向
に正逆回転駆動して、左右の走行部１によるコンバインＡの前後の直進走行が行われる。
【００８８】
　また、ステアリングホイール２２が操作されることで、ステアリングホイール２２の操
向操作位置が第一操向ポテンショメータ１１０ａ及び第二操向ポテンショメータ１１０ｂ
により検出され、かかる検出情報に基づいて、第一コントローラ３４及び第二コントロー
ラ３５によって、旋回用ＨＳＴ５０が制御される。つまり、ステアリングホイール２２の
操作により、エンジン１４からの回転動力を変速してトランスミッション６０に伝達する
旋回用ＨＳＴ５０が制御される。そして、第一出力軸７２ａ及び第二出力軸７２ｂが反対
方向に回転駆動して、左右の走行部１によるコンバインＡの緩・急旋回操向が行われる。
【００８９】
　図７に示すように、旋回量微調節スイッチ２２ｆのレバー２２ｇが左右側方のいずれか
に傾倒操作されることでスイッチがＯＮし、そのＯＮ情報と傾倒ポテンショメータ２２ｊ
で検出されたレバー２２ｇの傾倒角度θの情報が第一コントローラ３４に送信されること
で、第一コントローラ３４によって旋回用ＨＳＴ５０が制御される。つまり、旋回量微調
節スイッチ２２ｆのレバー２２ｇの傾倒操作により、エンジン１４からの回転動力を変速
してトランスミッション６０に伝達する旋回用ＨＳＴ５０が制御される。その結果、旋回
量微調節スイッチ２２ｆが左右いずれか一方にＯＮ操作されている傾倒角度θの大きさに
対応して、走行機体ａが旋回操向される。そして、所望の旋回量が得られた時点で旋回量
微調節スイッチ２２ｆからそれを操作している指を離すことで、微調節旋回操作を終了さ
せることができる。
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【００９０】
　旋回量微調節スイッチ２２ｆによる走行機体ａの旋回量の調節量を、レバー２２ｇの傾
倒角度θ（操作量）に対応させて変更する有段階のモードとしては、ステアリングホイー
ル２２の操作量が増加することにともなって減少するように設定されるモード１～３と、
ステアリングホイール２２の操作量が増加することにともなって増加するように設定され
るモード４,５がある。モードの変更は、図７に示すように、モード変更スイッチ１２４
を回動操作することでモードを有段階に設定することができる。すなわち、モード変更ス
イッチ１２４を時計廻りに回動操作すると、モード数は漸次増大する一方、モード変更ス
イッチ１２４を反時計廻りに回動操作するとモード数は漸次減少する。１２６はモード変
更スイッチ１２４に設けた指標であり、モード変更スイッチ１２４の回動操作位置を示す
ようにしている。１２７はモード表示片であり、指標１２６が指し示すモード表示片１２
７の位置で設定したモード状態の目安とすることができる。かかるモード変更スイッチ１
２４により設定されたモードは電気信号に変換されて、入力情報として第一コントローラ
３４に送信される。そして、その入力情報に基づいて第一コントローラ３４は制御情報を
生成する。その制御情報は旋回ポンプ用電磁弁５７に出力されて、旋回ポンプ用電磁弁５
７の操作量が変更される。その結果、旋回ポンプ用電磁弁５７により駆動される旋回用Ｈ
ＳＴ５０が制御される。したがって、旋回量微調節スイッチ２２ｆのレバー２２ｇが傾倒
操作されることで、走行機体ａに所望の旋回量が得られる。しかも、オペレータはモード
変更スイッチ１２４により調節量を自由に設定することで、自分が要望するフィーリング
（操作感覚）に適応させることができる。
【００９１】
　ここで、モード変更スイッチ１２４により設定されるモード１～５は、それぞれ第一コ
ントローラ３４があらかじめ記憶している関数であり、選択されたいずれかの関数に基づ
いて第一コントローラ３４がステアリングホイール２２の操作量に対応する旋回量の値を
演算する。その場合、関数はあらかじめ種々設定しておいて、オペレータが所望の関数を
モードとして選択可能とすることで、走行機体ａの旋回量の調節量にバリエーションをも
たせることができる。その結果、オペレータが要望するフィーリング（操作感覚）に一層
細かく適応可能となる。
【００９２】
　条合わせ作業時等において走行機体の走行軌道を修正する必要性が生じた際には、図９
に示すように、旋回量微調節スイッチ２２ｆによる走行機体ａの旋回量の調節量が、レバ
ー２２ｇの傾倒角度θが増加することにともなって減少する関数Ｆ１を設定することがで
きる。この場合、ステアリングホイール２２を操作することで大雑把に走行軌道を修正し
、続いて旋回量微調節スイッチ２２ｆを操作することで旋回量を微調節して走行機体ａの
走行軌道を厳密に修正することができる。この際、旋回量微調節スイッチ２２ｆによる走
行機体ａの旋回量の調節量は、レバー２２ｇの傾倒操作量が増加することにともなって減
少するように設定される。すなわち、レバー２２ｇの傾倒操作量が増加するにともなって
、補足的に行う旋回量微調節スイッチ２２ｆによる旋回量の調節量が減少されて、旋回量
微調節スイッチ２２ｆによる旋回量を厳密に微調整することができる。その結果、旋回量
微調節スイッチ２２ｆの補足的かつ微細な旋回操作機能の有効性をより一層高めることが
できる。ここで、旋回量と旋回角度と旋回半径と操向ポンプ用電磁弁操作量は正比例関係
にある。
【００９３】
　また、旋回量微調節スイッチ２２ｆによる走行機体ａの旋回量の調節量が、レバー２２
ｇの傾倒角度θが増加することにともなって増大する関数を設定することもできる。すな
わち、レバー２２ｇの傾倒操作量が増加するにともなって、補足的に行う旋回量微調節ス
イッチ２２ｆによる旋回量の調節量が正比例して増大されるようにしている。その結果、
スピーディな旋回調節操作を行うことができる。
【００９４】
　刈取部４が駆動状態にある場合にのみ、すなわち、刈取スイッチ１１７がＯＮ操作され
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て、刈取プーリ用電磁クラッチ９１が刈取部４への回転動力を伝達している場合にのみ、
旋回量微調節スイッチ２２ｆによる走行機体ａの旋回量の調節が行われるように構成する
ことができる。例えば、図１０に示すように、刈取作業時の関数Ｆ２（関数Ｆ１と同様の
関数）を設定し、走行時（非作業時）は旋回角度を一定値Ｃとすることができる。
【００９５】
　このように、刈取部が駆動状態にある場合を作業状態と判断して、かかる作業状態にお
いてのみ、旋回量微調節スイッチ２２ｆによる走行機体ａの旋回量の調節量は、レバー２
２ｇの傾倒操作量が増加することにともなって減少するように設定される。そのため、作
業状態においては旋回量微調節スイッチ２２ｆによる走行機体ａの旋回量の調節が行われ
るが、路上走行状態等の非作業状態にある場合は、旋回量微調節スイッチ２２ｆによる走
行機体ａの旋回量は調節されないようにすることができる。すなわち、旋回量微調節スイ
ッチ２２ｆによる走行機体ａの旋回量を一定値Ｃとして、非作業状態における旋回量微調
節スイッチ２２ｆの操作を単純化することができる。
【００９６】
　旋回量微調節スイッチ２２ｆによる走行機体ａの旋回量の調節量は、走行機体ａの車高
が増加することにともなって減少するように設定することができる。ここで、車高とは、
機体フレーム２の地上高をいう。そして、本実施形態に係るコンバインＡは走行部１と機
体フレーム２との間に機体昇降機構（図示せず）を介設している。そして、図７に示すス
テアリングホイール２２のホイール体２２ｂの左側部に設けた昇降スイッチ２２ｅを、図
６に示すように第一Ｉ／Ｏドライバ２８を介して第一コントローラ３４に電気的に接続し
ている。昇降スイッチ２２ｅは前後に傾倒操作することで、機体昇降機構に設けた昇降ア
クチュエータを作動させて、機体フレーム２を昇降作動させることができるようにしてい
る。なお、機体昇降機構としては、例えば、特開２００２－５３０８３号公報に開示され
ているスイングアーム等からなる機体昇降機構を適用することができる。
【００９７】
　図１１に示すように、旋回量微調節スイッチ２２ｆによる走行機体ａの旋回量の調節量
は、走行機体ａの車高が増加することにともなって減少するように関数Ｆ３を設定するこ
とができる。すなわち、昇降スイッチ２２ｅを後傾操作（機体フレーム２の上昇操作）す
ると、その操作信号が第一コントローラ３４に送信されて、第一コントローラ３４があら
かじめ記憶している関数Ｆ３に基づいて、送信情報である車高の値から旋回量微調節スイ
ッチ２２ｆの操作量に対応する旋回量の値を演算する。そして、第一コントローラ３４が
演算値を制御情報として旋回ポンプ用電磁弁５７に出力して、旋回用ＨＳＴ５０を車高の
増加に反比例させて旋回量を減少させるように駆動制御する。
【００９８】
　その結果、旋回時の走行機体ａの安定性を良好に確保することができる。すなわち、走
行機体ａの車高が高くなると、走行機体ａの重心の位置が高くなることから、走行機体ａ
が旋回動作する際は比較的不安定な状態となる。しかしながら、車高の増加に反比例させ
て旋回量を減少させることで旋回動作時の安全性を良好に確保することができる。車高が
高く設定される場合の一例として圃場が湿田である場合があるが、旋回量微調節スイッチ
２２ｆによる旋回量の調節量を小さくすることで、旋回動作時の安全性を良好に確保する
ことができるとともに、旋回時に走行機体ａが湿田を荒らすという不具合を減少させるこ
とができる。
【００９９】
　前記したように、旋回量微調節スイッチ２２ｆによる走行機体ａの旋回量の調節量と旋
回量微調節スイッチ２２ｆの操作量との対応関係は、選択可能な複数の関数等のパターン
としてあらかじめ第一コントローラ３４に記憶させておき、選択された前記対応関係に基
づいて、旋回量微調節スイッチ２２ｆによる走行機体ａの旋回量の調節が行われるように
構成することができる。
【０１００】
　かかるコンバインでは、旋回量微調節スイッチ２２ｆによる走行機体ａの旋回量の調節
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量と旋回量微調節スイッチ２２ｆの操作量との対応関係が、選択可能な複数の関数等のパ
ターンとしてあらかじめ第一コントローラ３４に記憶されている。そして、選択されたパ
ターンである走行機体ａの旋回量の調節量と旋回量微調節スイッチ２２ｆの操作量との対
応関係に基づいて、旋回量微調節スイッチ２２ｆによる走行機体ａの旋回量の調節が行わ
れる。したがって、オペレータは選択可能な複数のパターンを圃場の状況や好み等に応じ
て自由に選択することができる。また、旋回量微調節スイッチ２２ｆによる旋回量の微調
節量と旋回量微調節スイッチ２２ｆの操作量との関係について、圃場の状況や作業者の熟
練度等に対応するモードを設定し、各モードの変換をモード変更スイッチ１２４によるス
イッチ操作で行うことで、操作の簡易化を図ることができる。
【０１０１】
　他実施形態の旋回量微調節スイッチ２２ｆとしては、ＯＮ・ＯＦＦスイッチを採用する
こともできる。すなわち、図１２に示すように、旋回量微調節スイッチ２２ｆは、ステア
リングホイール２２のホイール体２２ｂに形成した支持片２２ｄに軸支持ケース２２ｋを
設けている。軸支持ケース２２ｋ内にはスイッチ本体２２ｍを収容して、スイッチ本体２
２ｍからスイッチレバー２２ｎを上方へ突出させている。そして、スイッチレバー２２ｎ
はホイール体２２ｂを把持した右手の指で操作可能な操作具としている。スイッチレバー
２２ｎは直立した中立位置をスイッチＯＦＦ位置となす一方、中立位置から走行機体ａの
左右各旋回方向に対応する方向に一定角度だけ傾倒操作した位置をスイッチＯＮ位置とな
すように構成している。旋回量微調節スイッチ２２ｆは第一Ｉ／Ｏドライバ２８を介して
第一コントローラ３４に接続して、旋回量微調節スイッチ２２ｆからスイッチＯＮないし
はスイッチＯＦＦの検出情報を得た第一コントローラ３４が、走行機体ａの旋回量の調節
量を制御する制御情報を生成するように構成している。つまり、図１３に示すように、ス
イッチＯＮの状態にある時間の長さが旋回量微調節スイッチ２２ｆの操作量に正比例して
対応するようにして、その検出情報に基づいて第一コントローラ３４が走行機体ａの旋回
量の調節量を制御する制御情報を生成する。また、傾倒操作したスイッチレバー２２ｎか
ら右手の指を離すと、スイッチレバー２２ｎは中立位置に復帰されてスイッチＯＦＦされ
るように弾性付勢している。
【０１０２】
　このようにして、旋回量微調節スイッチ２２ｆのスイッチレバー２２ｎを直立した中立
位置から左（右）側方に傾倒操作することでスイッチＯＮさせて、走行機体ａを微少量だ
け左（右）旋回方向に旋回操作することができるようにしている。この際、スイッチがＯ
Ｎの状態にある時間の長さが旋回量微調節スイッチ２２ｆの操作量に正比例して対応する
ように構成しているため、走行機体ａの旋回量の調節量は、走行機体ａの旋回状態を視認
しながら指先でスイッチレバー２２ｎを所望の時間の長さだけＯＮ状態に保持することで
、簡単かつ堅実に行うことができる。その結果、ステアリングホイール２２を把持して行
う旋回操作と、スイッチをＯＮ・ＯＦＦ操作することで行う補足的な旋回操作を連続的に
かつ円滑に行うことができて、操作性を向上させることができる。
【０１０３】
　以上のように、ステアバイワイヤ方式を採用する本実施形態のコンバインＡにおいては
、主変速レバー２６とステアリングホイール２２及び旋回量微調節スイッチ２２ｆの操作
により、直進用ＨＳＴ４０や旋回用ＨＳＴ５０等の電気的な制御がなされる。そして、か
かる制御の下、エンジン１４の回転動力が歯車群等の機械的な伝動構成を介して走行部１
に伝達され、コンバインＡの前後直進走行、緩・急旋回操向が常時動力接続状態にて行わ
れる。この際、旋回操作は、ステアリングホイール２２で大雑把に、そして、旋回量微調
節スイッチ２２ｆで微細に行うことができる。そのため、条合わせ作業等のように、走行
機体ａの走行軌道を調整する際には、少なくとも旋回量微調節スイッチ２２ｆで旋回操作
して旋回微調節することで、走行軌道調整を堅実に実行することができる。しかも、オペ
レータは、自分が要望するフィーリング（操作感覚）が得られるように、旋回量微調節ス
イッチ２２ｆによる走行機体ａの旋回量の調節量を、旋回量微調節スイッチ２２ｆの操作
量に対応させて適宜変更することができる。そのため、オペレータは旋回操作上の満足度
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を十分に高めることができる。
【符号の説明】
【０１０４】
Ａ　コンバイン
１　走行部
２　機体フレーム
３　刈取フレーム
４　刈取部
５　搬送部
６　穀稈移送部
７　脱穀部
８　選別部
９　排藁処理部
１０　キャビン
１１　穀粒貯留部
１２　オーガ
１３　原動機部
１４　エンジン
２４　サイドコラム
２８　第一Ｉ／Ｏドライバ
２９　第二Ｉ／Ｏドライバ
３０　第三Ｉ／Ｏドライバ
４０　直進用ＨＳＴ
５０　旋回用ＨＳＴ

【図１】 【図２】
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